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⽬ 次

 インフラ維持管理に関する我が国の動向

 ⾃治体管理インフラ（橋）の地域格差について
公表情報に基づく⾃治体管理橋梁の地域格差に関する⼀考察

 東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開

 地⽅⾃治体との共働による取組み事例

 東北⼤学「社会にインパクトある研究」
暮らしを豊かにする創未来インフラの構築
〜「造る」から「活かす」、そして「⽣きる」へ 〜



インフラ維持管理に関する我が国の動向
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1984年 NHK特集「コンクリート・クライシス」放映
1988年 建設省・橋梁点検要領
2007年 建設省・橋梁⻑寿命化修繕計画補助事業

同年 ⽊曽川⼤橋の斜材破断が確認
2011年 東⽇本⼤震災
2012年 国⼟交通⼤⾂から社会資本整備審議会・会⻑あて「今後の社会資本の維持

管理・更新のあり⽅について」諮問
笹⼦トンネル崩落事故

2013年 「社会資本メンテナンス元年」として位置づけ
⽇本再興戦略、科学技術イノベーション総合戦略
総務省「インフラ⻑寿命化基本計画」→ 関係省庁が「⾏動計画」を策定

2014年 社会資本整備審議会・道路部会「最後の警告」提⾔
総務省「公共施設等総合管理計画の策定要請」
国⼟交通省「道路メンテナンス会議」を設置（全都道府県）
道路施設で５年に⼀度の近接⽬視が義務化
SIP、ImPACT スタート

2016年 科学技術基本計画（Society 5.0 の実現と推進）
i-Construction の推進
インフラメンテナンス国⺠会議の創設

2017年 未来投資戦略2017、新しい経済パッケージ
2018年 SIP（第2期）、官⺠研究開発投資拡⼤プログラム（PRISM）スタート

統合イノベーション戦略

インフラ維持管理に関する我が国の動向
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⽇本再興戦略２０１３
⽇本再興戦略2013 - JAPAN is BACK -
◆ アベノミクスの「第３の⽮」である「成⻑戦略」の実現へ向けた基本⽅針
◆ ３つのアクションプラン
（１）⽇本産業再興プラン

→ 緊急構造改⾰（産業の新陳代謝の促進）︓ベンチャー投資、事業再編、など
→ 雇⽤制度改⾰・⼈材⼒の強化︓⼥性の活躍推進、⼤学改⾰、など
→ 科学技術イノベーションの推進︓SIP、ImPACTの推進、など
→ その他、海外展開促進、IT社会の実現、⽴地競争⼒強化、中⼩企業⾰新が明記

（２）戦略的市場創造プラン（４つのテーマ）
→ 国⺠の「健康寿命」の延伸
→ クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
→ 安全・便利で経済的な次世代インフラの構築

→ インフラ⻑寿命化基本計画の策定と実施
→ 世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現

（３）国際展開戦略
→ インフラ輸出・資源確保
→ 中堅・中⼩企業等に対する⽀援、クールジャパン アベノミクス「３本の⽮」

（⾸相官邸HPより）
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⽇本再興戦略２０１４
⽇本再興戦略2014 - 未来への挑戦 -
◆ 再興戦略2013の改訂と深化
◆ 改訂戦略における鍵となる施策
（１）⽇本の「稼ぐ⼒」を取り戻す

→ 「企業」「国」が変わる
（２）担い⼿を⽣み出す 〜⼥性の活躍推進と働き⽅改⾰

→ ⼥性の更なる活躍促進、働き⽅改⾰、外国⼈材の活⽤
（３）新たな成⻑エンジンと地域の⽀え⼿となる産業の育成

→ 攻めの農林⽔産業の展開、健康産業の活性化と質の⾼いヘルスケアサービスの提供
（４）地域活性化と中堅・中⼩企業・⼩規模事業者の⾰新

→ 地域活性化と地域の経済構造改⾰
◆３つのアクションプラン

→ 2013年版を踏襲
→ 「健康寿命」、「エネルギー」、「次世代インフラ」、「地域社会」
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⽇本再興戦略２０１５（改訂）
⽇本再興戦略 改訂2015 - 未来への投資・⽣産性⾰命 -
◆ 改訂戦略における鍵となる施策
（１）未来投資による⽣産性⾰命

→ 「稼ぐ⼒」を⾼める企業⾏動、新時代への挑戦、個⼈の潜在⼒の徹底的な底上げ
（２）ローカル・アベノミクスの推進

→ 中堅・中⼩企業・⼩規模事業者の「稼ぐ⼒」の徹底強化
→ サービス産業の活性化・⽣産性の向上
→ 農林⽔産、医療・介護、観光産業の基幹産業化
→ 官製市場の⺠間開放による新ビジネスの創出、等

（３）改⾰２０２０（成⻑戦略を加速する官⺠プロジェクト）の実⾏
① 次世代交通システム・⾃動⾛⾏技術の活⽤
② 分散型エネルギー資源の活⽤によるエネルギー・環境課題の解決
③ 先端ロボット技術によるユニバーサル未来社会の実現
④ ⾼品質な⽇本式医療サービス・技術の国際展開（医療のインバウンド）
⑤ 観光⽴国のショーケース化
⑥ 対⽇直接投資拡⼤に向けた誘致⽅策
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⽇本再興戦略２０１６
⽇本再興戦略2016 - 第４次産業⾰命に向けて -
◆ 改訂戦略における鍵となる施策
（１）６００兆円に向けた「官⺠戦略プロジェクト１０」

→ 第４次産業⾰命（IoT・ビッグデータ・⼈⼯知能）ほか１０項⽬
→ 既存住宅流通・リフォーム市場の活性化が「新たな有望成⻑市場」として明記

（２）⽣産性⾰命を実現する規制・制度改⾰
（３）イノベーションの創出・チャレンジ精神にあふれる⼈材の創出
（４）海外の成⻑市場の取り込み

→ インフラシステム輸出
◆（第４次産業⾰命実現のための）具体的施策

→ １１の具体的な項⽬が明記
→ 防災・災害対応に係るIoT・ビッグデータ・⼈⼯知能・ロボット等の活⽤、など
→ i-Construction

◆（第４次産業⾰命実現のための）環境整備
→ データ利活⽤に向けた環境整備 → データベース
→ サイバーセキュリティの確保とIT利活⽤の徹底等

→ 政府・⾃治体のオープンデータの推進
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未来投資戦略２０１７
未来投資戦略2017 - Society 5.0 の実現に向けた改⾰ -
Society 5.0 に向けた戦略分野
（１）健康寿命の延伸
（２）移動⾰命の実現
（３）サプライチェーンの次世代化
（４）快適なインフラ・まちづくり

→ インフラの整備・維持管理の⽣産性向上
→ ⽣産性向上による産業インフラの機能強化等
→ ⺠間投資の喚起による都市の競争⼒の向上等

（５）Fin Tech（※）の推進

※ Fin Tech (financial technology)
ICTを駆使した⾰新的（innovative）、
あるいは破壊的（disruptive）な⾦融
商品・サービスの潮流（by wiki）

内閣府 総合科学技術・イノベーション会議 久間和⽣「わが国の科学魏j通イノベーション戦略」より
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未来投資戦略２０１８
未来投資戦略2018 -「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変⾰ -
基本的な考え⽅
（１）Society 5.0 の本格的な実現
（２）新しい経済パッケージ（2017/12/08）の着実な実現
（３）世界の動向と⽇本の⽴ち位置

◆データ覇権主義の世界では⽶国、中国が先⾏独占
◆⽇本は課題先進国（⼈⼝減少、⾼齢化、エネルギー・環境規制 等）
◆⽇本の強みは企業の技術⼒、⼤学の研究開発⼒、⾼い教育⽔準の⼈材、リアルデータ
◆難局をチャンスと捉え、既存の組織や産業の枠を超えて社会変⾰を⾶躍的に推進

（４）Society 5.0 の実現に向けた戦略的取組み（SDG's の達成に寄与）
◆様々なデータを共有財産として社会課題の解決を担うビジネスとして活⽤
◆イノベーションを牽引する様々なプレーヤーを創出

今後、諸外国においても、我が国と同様の社会課題に直⾯していくこととなり、社会課題解決への
技術⾰新、ソリューション提供競争が想像を超えるスピードで激化していくことに鑑みれば、まさ
にこの数年が我が国の岐路であり、新たな決意とスピード感を持って進めていく。

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/#senryaku2018



⾃治体管理インフラ（橋梁）の現状

公表情報に基づく⾃治体管理橋梁の地域格差
「１つの橋を⽀える⼈⼝」という考え⽅
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１橋を⽀える⼈⼝

わが国の基礎⾃治体は、どれだけのインフラを
管理して、どれくらいの⼈⼝で⽀えているか︖

⾃治体が管理する
橋梁を対象に分析
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１橋を⽀える⼈⼝

【⼈⼝】
⽇本国勢調査（平成27年度実施分）より

【橋梁数】
各県道路メンテナンス会議・公表情報より

以下の８⾃治体については、道路メンテナ
ンス年報（平成26，27年度）により修正

北海道北⽃市，⻘森県東通村，千葉県⼤多喜町，
東京都渋⾕区，東京都江⼾川区，東京都⽴川市，
富⼭県⾈橋村，広島県江⽥島市
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１橋を⽀える⼈⼝

1つの橋を⽀える⼈⼝【1橋⼈⼝】

地⽅⾃治体の⼈⼝

⾃治体が管理する
橋梁数

（２ｍ以上）
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１橋を支える人口： まとめ

全 国 東 北 地 ⽅

⼈⼝
（２０１７国勢調査）

約１億２７００万 ⼈ 約８９８ 万⼈

管理橋梁数
（都道府県・市町村管理）

約６６万 橋 約６万７０００橋

１橋を⽀える⼈⼝ １９２ ⼈／橋 １３４ ⼈／橋

１橋を⽀える⼈⼝
（東京を考慮）

１７３ ⼈／橋
（東京都を除いた場合）

３,３００⼈／橋
（東京都のみの場合）

【橋梁数】 各県道路メンテナンス会議・公表情報より 【人口】 日本国勢調査（2017年度）より

◆東京都は全国平均の約17倍
◆東京都のような⼤都市部を⼊れるか否かで全国平均の値は⼤きく変動
（神奈川県︓1,124⼈/橋、愛知県︓330⼈/橋、⼤阪府︓906⼈/橋）
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地 方 人口
橋梁数 １橋あたりの人口

県直轄 市町村 県内総数 県直轄 市町村 県内総数

北 海 道 5,381,733 5,621 18,989 24,610 957 283 219

東 北 8,982,807 15,640 51,237 66,877 574 175 134

関 東 42,995,031 16,168 66,583 82,751 2,659 646 520

北 陸 5,311,340 11,910 37,894 49,804 446 140 107

中 部 16,149,070 18,306 86,182 104,488 882 187 155

近 畿 22,541,298 20,766 78,556 99,322 1,085 287 227

中 国 7,235,359 16,458 70,594 87,052 440 102 83

四 国 3,845,534 9,037 34,473 43,510 426 112 88

九 州 14,449,895 20,502 78,816 99,318 2,858 183 145

全 国 127,094,745 134,408 526,454 660,862 946 241 192

16

１橋を支える人口： 地方別

【橋梁数】 各県道路メンテナンス会議・公表情報より
【人口】 日本国勢調査（2017年度）より

◆９地⽅のうち，６地⽅は全国平均以下
◆関東地⽅（最⼤）と中国地⽅（最⼩）では6.27倍の較差
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自 治 体 人口
橋梁数 １橋あたりの人口

県直轄 市町村 県内総数 県直轄 市町村 県内総数

札 幌 市 1,952,356 ‐‐‐ 1,378 ‐‐‐ ‐‐‐ 1,417 ‐‐‐
仙 台 市 1,082,159 ‐‐‐ 808 ‐‐‐ ‐‐‐ 1,339 ‐‐‐
新 潟 市 810,157 ‐‐‐ 4,072 ‐‐‐ ‐‐‐ 199 ‐‐‐
さいたま市 1,263,979 ‐‐‐ 897 ‐‐‐ ‐‐‐ 1,409 ‐‐‐
千 葉 市 971,882 ‐‐‐ 470 ‐‐‐ ‐‐‐ 2,068 ‐‐‐
川 崎 市 1,475,213 ‐‐‐ 618 ‐‐‐ ‐‐‐ 2,387 ‐‐‐
横 浜 市 3,724,844 ‐‐‐ 1,725 ‐‐‐ ‐‐‐ 2,159 ‐‐‐
相模原市 720,780 ‐‐‐ 571 ‐‐‐ ‐‐‐ 1,262 ‐‐‐
静 岡 市 704,989 ‐‐‐ 2,547 ‐‐‐ ‐‐‐ 277 ‐‐‐
浜 松 市 797,980 ‐‐‐ 5,890 ‐‐‐ ‐‐‐ 135 ‐‐‐

全 国 計 127,094,745 134,408 526,454 660,862 946 241 192

１橋を支える人口： 政令指定都市 【札幌～浜松】

【橋梁数】 各県道路メンテナンス会議・公表情報より
【人口】 日本国勢調査（2017年度）より
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自 治 体 人口
橋梁数 １橋あたりの人口

県直轄 市町村 県内総数 県直轄 市町村 県内総数

名古屋市 2,295,638 ‐‐‐ 931 ‐‐‐ ‐‐‐ 2,466 ‐‐‐
京 都 市 1,475,183 ‐‐‐ 2,860 ‐‐‐ ‐‐‐ 516 ‐‐‐
大 阪 市 2,691,185 ‐‐‐ 764 ‐‐‐ ‐‐‐ 3,522 ‐‐‐
堺 市 839,310 ‐‐‐ 688 ‐‐‐ ‐‐‐ 1,220 ‐‐‐
神 戸 市 1,537,272 ‐‐‐ 2,368 ‐‐‐ ‐‐‐ 649 ‐‐‐
岡 山 市 719,474 ‐‐‐ 9,641 ‐‐‐ ‐‐‐ 75 ‐‐‐
広 島 市 1,194,034 ‐‐‐ 2,820 ‐‐‐ ‐‐‐ 423 ‐‐‐
北九州市 961,286 ‐‐‐ 1,980 ‐‐‐ ‐‐‐ 485 ‐‐‐
福 岡 市 1,538,681 ‐‐‐ 1,952 ‐‐‐ ‐‐‐ 788 ‐‐‐
熊 本 市 740,822 ‐‐‐ 2,909 ‐‐‐ ‐‐‐ 255 ‐‐‐

全 国 計 127,094,745 134,408 526,454 660,862 946 241 192

１橋を支える人口： 政令指定都市 【名古屋～熊本】

【橋梁数】 各県道路メンテナンス会議・公表情報より
【人口】 日本国勢調査（2017年度）より

◆政令指定都市といえども厳しい状況にある市がある
◆⼤阪市（最⼤）と岡⼭市（最⼩）では約47倍の較差



Center for Infrastructure Management Research, Tohoku University 19

自 治 体 橋梁数 人口 1橋人口
宮 城 県 1,756 2,333,899 1,329
仙 台 市 808 1,082,159 1,339
石 巻 市 1,082 147,214 136
塩 竈 市 20 54,187 2,709
気 仙 沼 市 410 64,988 159
白 石 市 338 35,272 104
名 取 市 230 76,668 333
角 田 市 286 30,180 106
多 賀 城 市 50 62,096 1,242
岩 沼 市 171 44,678 261
登 米 市 1,399 81,959 59
栗 原 市 858 69,906 81
東 松 島 市 207 39,503 191
大 崎 市 913 133,391 146
蔵 王 町 102 12,316 121
七 ヶ 宿 町 58 1,461 25
大 河 原 町 107 23,798 222
村 田 町 99 11,501 116

市町村・計 9,714 2,333,899 240
県内・総計 11,470 2,333,899 203

自 治 体 橋梁数 人口 1橋人口
柴 田 町 149 39,525 265
川 崎 町 60 9,167 153
丸 森 町 212 13,972 66
亘 理 町 433 33,589 78
山 元 町 239 12,315 52
松 島 町 64 14,421 225
七 ヶ 浜 町 3 18,652 6,217
利 府 町 33 35,835 1,086
大 和 町 129 28,244 219
大 郷 町 76 8,370 110
富 谷 町 56 51,591 921
大 衡 村 64 5,703 89
色 麻 町 130 7,238 56
加 美 町 280 23,743 85
涌 谷 町 218 16,701 77
美 里 町 293 24,852 85
女 川 町 30 6,334 211
南 三 陸 町 107 12,370 116

１橋を支える人口： 宮城県 （３５市町村）

◆宮城県内の市町村では、23/35の⾃治体が平均以下
◆七ヶ浜町（最⼤）と七ヶ宿町（最⼩）で約250倍の較差
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１橋を支える人口： まとめ

1. 地⽅⾃治体の管理橋梁で整理すると，我が国は１つの橋を１９２⼈で⽀
えているのが実態である。

2. 地⽅，政令指定都市，県および市町村で整理すると，かなりの地域格差
が⽣じていることが判明した。

3. 本分析では、幼児や⾼齢者を含んだ国勢調査の⼈⼝を⽤いているが、就
労⼈⼝や納税額で精査すると、更に格差は拡⼤することが推察される。

4. 本分析では、橋梁のみを対象としたが、トンネル、公共建築などを含め
た総合的な公共施設での実状は、さらに厳しい状況が推察される。

【懸念事項】
 海外との⽐較も含めて、現実的な１橋⼈⼝の管理限界は，どの程度か︖
 こういった実状を，地⽅⾃治体は認識しているのか︖

 無駄なインフラが多すぎるという意味ではなく、これまで整備されたインフラの
管理を地⽅⾃治体が等しく維持管理を担うとすると、これだけの負担の格差が⽣
じており、この実態を踏まえた政策が極めて重要であるという意味



東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの
構築と展開
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東北⼤学インフラマネジメント研究センター（IMC）

＜これまでの協定締結機関＞

2013年12⽉18⽇ 国⼟交通省東北地⽅整備局
2014年03⽉13⽇ 東⽇本⾼速道路株式会社東北⽀社
2014年03⽉13⽇ 株式会社ネクスコ・エンジニアリング東北
2014年03⽉19⽇ ⼭形県上⼭市
2014年03⽉19⽇ 宮城県岩沼市
2014年12⽉24⽇ ⼀般社団法⼈東北地域づくり協会
2015年03⽉19⽇ ⼭形県県⼟整備部
2015年03⽉19⽇ 公益財団法⼈⼭形県建設技術センター
2015年08⽉07⽇ 宮城県名取市
2016年01⽉14⽇ 宮城県⼟⽊部
2016年01⽉14⽇ 公益社団法⼈宮城県建設センター
2016年03⽉22⽇ 宮城県仙台市建設局
2016年11⽉18⽇ ⼀般社団法⼈建設コンサルタンツ協会東北⽀部
2016年11⽉18⽇ ⼀般社団法⼈東北測量設計協会
2017年09⽉08⽇ 東北建設業協会連合会
2017年12⽉05⽇ ⼀般社団法⼈⽇本建設業連合会 東北⽀部
2018年01⽉22⽇ ⼀般社団法⼈プレストレストコンクリート建設業

協会 東北⽀部
2018年03⽉12⽇ ⼀般社団法⼈⽇本橋建設業協会
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SIPプロジェクト（東北）の概要

【2016年度採択課題（JST）】

東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの
構築と展開
東北⼤学IMC，⼋⼾⼯業⼤学，岩⼿⼤学，秋⽥⼤学，⽇本⼤学

戦略的イノベーション創造プログラム （ＳＩＰ） 地域展開

23
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SIPプロジェクトの概要

24

２０１６年度採択課題(JST)

東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開
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第1回東北インフラ・マネジメント・プラットフォーム協議会

議事次第
挨拶︓「社会にインパクトある研究」について

(東北⼤学 ⾦井 浩 副学⻑)
1）東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの活動

(インフラ・マネジメント研究センター 久⽥ 真 センター⻑)
2）参加機関からの話題提供

①持続可能なメンテナンスの実現
(国⼟交通省 東北地⽅整備局 道路部)

②⼭形県道路橋梁メンテナンス統合データベースシステム
(⼭形県 県⼟整備部 道路保全課)

③ドローンを活⽤した橋梁点検の実証実験
(東北⼤学 未来科学技術共同研究センター
⼤野 和則 准教授)

④⻘森県における橋梁の維持管理・更新の総合的
マネジメント
(⻘森県 県⼟整備部 道路課)

3）特別講演
岐⾩におけるSIP技術の地域実装とME養成講座と岐⾩
社会基盤研究所の取組み
(岐⾩⼤学 ⼯学部 社会基盤⼯学科 六郷 恵哲 特任教授)

平成２９年５⽉１８⽇開催
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東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの役割と機能

SIP範囲
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① グランドデザインの策定と提⾔

東北6県 総⼈⼝ 管理橋梁数 １橋⼈⼝

⻘森県 1,308,265 6,561 199
岩⼿県 1,279,594 12,683 101
宮城県 2,333,899 11,470 203
宮城県

（仙台市除く） 1,251,740 10,662 117

秋⽥県 1,023,119 11,429 90
⼭形県 1,123,891 8,258 136
福島県 1,914,039 16,476 116
仙台市 1,082,159 808 1,339

「１橋を⽀える⼈⼝」の調査（２０１７年３⽉）
東北６県２２７市町村の現状を調査

秋⽥県 ⼈⼝１００万割れ
出典︓河北新聞 2017年4⽉22⽇朝刊

全国平均︓192⼈/橋 東京都︓ 3,300⼈/橋

地域格差の拡⼤ ⇒ 地域毎の課題に対応することが必要
27

東北地域が抱える課題を抽出し、それぞれのグランドデザインを策定する
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① グランドデザインの策定と提⾔

28
出典︓「新・みやぎ建設産業振興プラン平成28年度〜平成31年度」パンフレット概要版

宮城県 県⼯事建設投資の推移と⾒通し
・県⼯事建設投資(建設⼯事出来⾼)は、震災復興需要を背景に震災前の2010年のと

⽐較して2013年には約7倍まで増加したが、今後は震災前の⽔準まで激減する⾒込み

＜出所＞建設投資額は国⼟交通省「建設総合統計」より宮城県⼟⽊部作成

県工事建設投資額は

震災前の水準

まで激減

震災発生

東北地域が抱える課題を抽出し、それぞれのグランドデザインを策定する
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② 技術情報の共有・発信

29

各種シンポジウムの開催や関連イベントへ出展し、情報発信を⾏う

EE東北への出展（平成２９年６⽉７⽇〜８⽇）

維持管理の先端技術の出展

＜出展内容＞
①東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開

東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター、
⼋⼾⼯業⼤学、岩⼿⼤学、秋⽥⼤学、⽇本⼤学

②地上設置型合成開⼝レーダ及びアレイ型イメージングレーダを
⽤いたモニタリング

東北⼤学東北アジア研究センター 佐藤源之 教授
③橋梁の打⾳検査ならびに近接⽬視を代替する⾶⾏ロボット

システムの研究開発
東北⼤学未来科学技術共同開発センター ⼤野和則 准教授

④道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を
⽬指した総括的研究

東京⼤学⼤学院⼯学系研究科 前川宏⼀ 教授
⑤超耐久性コンクリートを⽤いたプレキャスト部材の製品化の

ための研究開発
岡⼭⼤学⼤学院環境⽣命科学研究科 綾野克紀 教授

⑥⾼度なインフラ・マネジメントを実現する多種多様なデータの
処理・蓄積・解析・応⽤技術の開発

東⽇本⾼速道路㈱管理事業部 上⽥功
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③ 地域間の連携強化

30

地域実装⽀援拠点として、東北の主要⼤学と連携する
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④ 先端技術の実装⽀援

31

研究者のシーズと発注側(⾃治体等)のニーズのマッチングを⾏う

「橋梁の打⾳検査ならびに近接⽬視を代替
する⾶⾏ロボットシステムの研究開発」

東北⼤学 未来科学技術共同開発センター
准教授 ⼤野和則

仙台市の実証（２０１７年５⽉１６⽇）

⺠放４社、NHK ⼣⽅のニュースで放映
(２０１７年５⽉１６⽇)
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⑤ 情報基盤の整備

32

⼭形県道路橋梁メンテナンス統合データベースシステムの開発・運⽤
SIP開発技術「⾼度データ活⽤技術開発プロジェクト（代表者︓上⽥功_東⽇本⾼速道路㈱）」の成果を活⽤し, 
東北⼤学IMCが平成２７年３⽉に協定を締結した⼭形県・県⼟整備部及び⼭形県建設技術センターと共に, 同県が
管理する橋梁の維持管理のデータベース「⼭形県道路橋梁メンテナンス統合データベースシステム(DBMY)」の
運⽤を、平成２９年３⽉２２⽇より開始した。

⼭形県

⼭形県建設
技術センター

県内
全３５
市町村

ＳＩＰ事業

地⽅道版
DBの開発

NEXCO東⽇本
東京⼤学 等

東北⼤学
ＩＭＣ

地⽅道版DB
開発への協⼒

地⽅道版DB
成果の提供

「地⽅道版DB」を⼭形県基準の様式にカスタマイズした
「⼭形橋梁ＤＢＳ」を共同で開発・運営（H28.9協定）

H29.4~
⼭形橋梁DBS
サービスの提供

「DBMY」開発・運営プロジェクトのスキーム

データベースのコアの部分について
SIP成果である「地⽅道DB」を活⽤

台帳
諸元

定期
点検

診断

補修
履歴

⼭形県基準
各種帳票

⼭形橋梁DBS

⼭形県基準の様式 データベースエンジン
・ 書込み
・ 記 録
・ 読出し

SIP成果（地⽅道版DB）

登録
更新

抽出
閲覧

① NEXCOの技術⼒と信頼性
② ⼭形県の状況への適合性

を両⽴した⾼品質で使いやすいDBSを
早く・低価格で使⽤できる。

（ 市町村にもサービスを安価に提供 ）

「DBMY」の概要と産学官連携によるメリット
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︕

データを迅速、的確に抽出可能

東北⼤学・建設技術センター・県と市町村がつながる

点検・診断の⾼度化・効率化

市町村⽀援体制の充実化

データベースと、タブレットなどICT技術との連携

補修計画・予算管理の適正化蓄積したデータの集計・分析

A橋のH26
点検情報は︖

A橋のH26
診断情報は︖

A橋のH27
補修情報は︖

B橋は︖
C橋は︖

判定の
悪い橋は︖

必要な情報を探して
準備するのが⼤変

DBMM(仮)

情報を簡易に閲覧・抽出・集計今後、情報はますます増⼤…導⼊前 導⼊後

「東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開」（H28年度SIP採択・東北⼤学など）
産学官が連携し、東北地⽅として維持管理体制を強化・・・情報基盤としてDBMM(仮)開発の成果を活⽤

DBMYをカスタマイズして宮城県、仙台市へ導⼊整備中
(Integrated Database System of Bridge Maintenance ,Yamagata Pref./⼭形県道路橋梁ﾒﾝﾃﾅﾝｽ統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ)
【 導⼊効果 】

DBMM(仮)でできること DBMM(仮)導⼊効果

※DBMM(仮)
(Integrated Database System of Bridge Maintenance ,Miyagi Pref.)

⑤ 情報基盤の整備
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⑥ ⼈材育成の枠組み構築

34

⼭形県道路橋合同診断会議（平成29年２⽉）

インフラの管理者、技術者、次世代の担い⼿を育成する

e-ラーニングシステムの構築

プラットフォームを活⽤したアドバイス
参加者︓
東北⼤学、東北学院⼤学、
東⽇本⾼速、建設コンサルタンツ協会、
東北測量設計協会の技術者

現在、３０コンテンツ
今後コンテンツ数を増加予定
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⑥ ⼈材育成の枠組み構築

35

⼭形県⽴産業技術短期⼤学校
⼟⽊エンジニアリング科（平成29年4⽉開設）

インフラ・マネジメント研究センターは、
インフラ維持管理分野の教育部分を⽀援
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第1回 ⽇本オープンイノベーション⼤賞（2018年）

【国⼟交通⼤⾂賞】
東北インフラ・マネジメント・プラットフォームの構築と展開
久⽥ 真（東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター センター⻑）
⾦井 浩（東北⼤学 教授）
⻑坂 徹也（東北⼤学 教授、⼯学研究科⻑）
皆川 浩（東北⼤学 准教授）
鎌⽥ 貢（東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター 副センター⻑）



地⽅⾃治体との共働による取組み事例
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地⽅⾃治体との取組み事例

38

⼭形県 １３６ ⼈／橋（県内平均）
【技術導⼊】インフラメンテナンス統合データベース（DBMY）
【技術指導】⼭形県道路橋合同診断会議
【⼈材育成】⼭形県産業技術短期⼤学校（出前講義）

島根県 ５１ ⼈／橋（県内平均）
【技術⽀援】道路橋の直営点検・補修に関する技術⽀援

宮城県建設センター １１７ ⼈／橋（県内平均）
【技術導⼊】道路施設データベース、⻑寿命化システム、道路台帳システム構築
【共同研究】情報技術を活⽤した維持管理効率化と⼈材育成
【共同研究】インフラデータの利活⽤

仙台市 １,３３９ ⼈／橋
【技術導⼊】道路施設データベース

上⼭市（⼭形県） １８６ ⼈／橋
【技術⽀援】直営点検・直営補修の技術指導
【共同研究】⾚⼭橋橋梁⽤床版のプレキャストRC床版の実証実験

⼩⽥原市（神奈川県）３５２ ⼈／橋
【技術⽀援】直営点検・直営補修の技術指導
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼭形県】

39

⼭形県道路橋梁メンテナンス統合データベースシステムの開発・運⽤

⼭形県

⼭形県建設
技術センター

県内
全３５
市町村

ＳＩＰ事業

地⽅道版
DBの開発

NEXCO東⽇本
東京⼤学 等

東北⼤学
ＩＭＣ

地⽅道版DB
開発への協⼒

地⽅道版DB
成果の提供

「地⽅道版DB」を⼭形県基準の様式にカスタマイズした
「⼭形橋梁ＤＢＳ」を共同で開発・運営（H28.9協定）

H29.4~
⼭形橋梁DBS
サービスの提供

⼭形県道路橋合同診断会議 ⼭形県⽴産業技術短期⼤学校
⼟⽊エンジニアリング科（出前講義）
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地⽅⾃治体との取組み事例【島根県】

40

島根県における道路メンテナンス体制

管理橋梁の直営補修における技術⽀援
（島根県出雲市）

⼩⽥原市、上⼭市も参加
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地⽅⾃治体との取組み事例【宮城県建設センター】

41
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① インフラデータ取得〜データベース構築〜⻑寿命化計画までのシステムの構築
② データ分析・利活⽤の検討
③ 維持管理効率化に繋がるモデルの構築

地⽅⾃治体との取組み事例【宮城県建設センター】

42

【平成２９年度共同研究】
情報技術を活⽤したインフラ維持管理効率化及び⼈材育成に関する研究



©IMC

① 道路施設データベース，⻑寿命化システム，道路台帳システム構築
② ⼈材育成プログラム

地⽅⾃治体との取組み事例【宮城県建設センター】

43

【平成３０年度共同研究】
情報技術を活⽤したインフラ維持管理効率化及び⼈材育成に関する研究

タブレットを利⽤した
現場直営点検の効率化検討

⼟⽊学会全国⼤会での成果発表
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① 橋梁点検データ、レベルⅢの再精査、補修の優先順位設計
② １巡⽬データの分析、利活⽤
③ 補修事例の作成、試⾏
④ ＡＩを利⽤したひびわれの⾃動検出機能の構築
⑤ タブレット、システムの運⽤・保守調整
⑥ 県管理橋梁データの保管・管理
⑦ 電⼦納品システムの仕様・設計

宮城県建設センターは県及び市町村のインフラの維持管理に関する⽀援を⾏っており、
市町村橋梁の診断結果の精度向上・補修の優先順位を設定した。また、これまでの１巡
⽬のインフラデータを活⽤・分析して，この結果を市町村⽀援へ活⽤するとともに、今
後増加する補修への対応として、市町村向けの補修事例集を作成する。
また、ＡＩひびわれの⾃動検出技術を活⽤し、建設センターが⾏っている橋梁点検、診
断の効率化。さらには、平成２９、３０年度に構築した橋梁点検タブレット、システム
などの保守運⽤にあわせ、市町村データを蓄積するための電⼦納品の仕様、設計を⾏う。

地⽅⾃治体との取組み事例【宮城県建設センター】

44

【令和元年度共同研究】
情報技術を活⽤した維持管理効率化及びインフラデータの利活⽤に関する研究
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地⽅⾃治体との取組み事例【仙台市】
道路施設データベースシステムの開発・運⽤

＜これまで策定した⻑寿命化修繕計画＞
① 橋梁
② トンネル、シェッド・シェルター
③ 舗装
④ ボックスカルバート
⑤ 道路案内標識・道路情報板
⑥ ペデストリアンデッキ
⑦ 道路照明施設

仙台市ではこれらを統合したデータベース
の構築を進めている

45
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地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】

46

【直営点検・直営補修の技術⽀援】
継続的な橋梁維持管理を⾒据えた管理⽅法の構築

⼈⼝︓ ３０,６７５⼈（H30.5現在）
管理橋梁数︓１７４橋 （⽊橋１、⽯橋４、永久橋１６９）

橋梁維持管理の課題
⽼朽化橋梁数の増加 職員の技術⼒不⾜
⼩規模橋梁補修⼯事の⼊札辞退
補修設計費や定期点検費の増⼤

メンテナンス
サイクル

の停滞の危機

道路管理（⼟⽊技術）職員数及び年齢構成
現在 6名（20歳代4名、40歳代2名）
２０年前 9名（20歳代3名、30歳代2名、40歳代2名、50歳代2名）
近年、急激な世代交代により、技術⼒の伝承や⼈材育成が成されず、
橋梁維持管理は経験や知識がある職員が不在

直営簡易補修の検討
●対象橋梁及び施⼯箇所の選定・・第三者影響度の懸念や⾜場仮設が不要
●断⾯補修材の選定・・⼩規模断⾯補修に適した容量、配合や機械混練等が不要



©IMC

地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】

47

【直営点検・直営補修の技術⽀援】
継続的な橋梁維持管理を⾒据えた管理⽅法の構築

②浮き箇所のはつり①プライマー・補修材 ③プライマー塗布 ④補修材充填

⑤コテによる仕上げ ⑥完了（所要時間30分） ⑦経過観察（3か⽉後）

●取組みの広がり・・・同じ悩みを抱える周辺⾃治体の参加
●今後の展望・・・・・直営による知識習得と経験の積み重ね

若⼿職員の育成と技術⼒の継承
周辺⾃治体向けの

現場⾒学会
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地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】

48

【実橋による新技術導⼊の実証検討】
先端技術を駆使した床版取替え補修の実証検討

⾚⼭橋（あかやまばし）
S49架設（⼭形県）→ H18管理移管（⼭形県⇒上⼭市）
橋⻑︓16.1ｍ、幅員︓7.0m、上部⼯︓鋼合成単純Ｈ形桁橋、設計荷重︓14ｔ

床版上⾯の劣化や⼟砂化が顕著。
床版内部の損傷が懸念される。
床版下⾯は鋼床版補強あり。
路⾯から浸透した⽔が床版と鋼床

版の間に滞⽔して流れ、主桁の腐
⾷原因となっている。

対象療法的な部分的補修を⾏うか
橋梁の⻑寿命化を図る観点からラ
イフサイクルコストを考慮し床版
の打ち替えを⾏うか要検討事項。
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地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】

49

【実橋による新技術導⼊の実証検討】
先端技術を駆使した床版取替え補修の実証検討

上⼭市︓⾚⼭橋を共同研究のフィールドとして提供

共同研究
＜共同研究グループ＞
東北⼤学IMC︓全体計画、事業⽀援、事業評価
岩⼿⼤学︓プレキャスト床版モデルの曲げ・引張・載荷試験及び評価
⼩野⼯業所︓継⼿構造計画、現場実装
後関製作所︓特殊異形鉄筋製造設計・量産化計画

東栄コンクリート（地場企業）︓プレキャスト床版製造

床版撤去時の状況（損傷程度を調査・評価）
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地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】

50

【実橋による新技術導⼊の実証検討】
先端技術を駆使した床版取替え補修の実証検討

①床版の設置

③間詰めコンクリート打設
（防⽔仕様）

②床版の設置

④取替え終了

機械式定着

プレキャスト

i-Constructionで推進する
新技術を導⼊

地元企業による
製造・施⼯
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地⽅⾃治体との取組み事例【上⼭市（⼭形県）】
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【実橋による新技術導⼊の実証検討】
先端技術を駆使した床版取替え補修の実証検討

引渡し式（2019年6⽉6⽇）

⼭形新聞
（2019年6⽉7⽇）

① ⼯事が容易なので地元企業でも対応可能
② プレキャスト⼯場（地元）での製造で耐久性

の⾼い製品製造が可能
③ 現地での⼯期が短縮できた
④ 総⼯事費も安価にできた

実証検討を通じて得た成果
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼩⽥原市（神奈川県）】

52

東京都

山梨県

小田原市

静岡県

神奈川県

＜神奈川県⼩⽥原市＞
神奈川県⻄部の中⼼都市
⼈⼝約19万⼈
恵まれた交通アクセス（鉄道5社）
箱根駅伝の中継所

管理橋梁︓551橋

全体の約6割（338橋）が2ｍ以
上5ｍ未満の⼩規模橋りょう

点検費⽤＋修繕費⽤に加えて、
こ線橋対応（鉄道直上部費⽤）
のため維持管理費が増⼤
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼩⽥原市（神奈川県）】

53

ICT技術を利⽤した点検⼿法（直営）の導⼊検討

タブレットを⽤いた点検の効率化

タブレット
を⽤いた
直営点検

勉強会の開催
（専⾨家の⽀援）

点検結果の整理・評価
（専⾨家の⽀援）
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼩⽥原市（神奈川県）】

54

ICT技術を利⽤した点検⼿法（直営）の導⼊検討

これまでの予算配分

今後期待される予算配分
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼩⽥原市（神奈川県）】
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⼩⽥原市殿より借⽤したスライドより
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地⽅⾃治体との取組み事例【⼩⽥原市（神奈川県）】
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⼩⽥原市殿より借⽤したスライドより
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市町村勉強会

勉強会の⽬的･意義
現場レベルの本当の課題･ニーズを知ることは、限
られた予算内で施⾏しなければならない⾃治体のイ
ンフラ修繕計画や予防保全、⻑寿命化を技術的に⽀
援するためには不可⽋である.

参加者（ 第１〜３回 ）

・⻘森県 三⼾町 ・宮城県 仙台市
・⻘森県 南部町 ・宮城県 登⽶市
・秋⽥県 ⼤仙市 ・宮城県 岩沼市
・岩⼿県 ⽮⼱町 ・神奈川県 ⼩⽥原市
・⼭形県 ・島根県
・⼭形県 上⼭市 ・島根県 奥出雲町
・⼭形県 南陽市 ※順不同
・NEXCO東⽇本
・ネクスコ･エンジニアリング東北 東⽇本⾼速道路株式会社 東北⽀社

産 学 官 が 連 携 し た プ ラ ッ ト
フォームによる⼈的ネットワー
クを通じた技術⽀援の⼀事例と
して、微⼒ながら地域社会に貢
献する事が出来たとすれば幸い
である.

57
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第１回 市町村勉強会

課題・ニーズを聞き出す
第１部 情報提供 先進⾃治体の取り組み紹介など
第２部 「点検・診断」「補修」「⻑寿命化」「IT・DB」の
４つのテーマでディスカッション

各ブースにそれぞれの専⾨家を配し⾏ったディスカッションでは、少⼈数にしたことで
率直、且つ、詳細な意⾒を多数聞くことができた.

第２部 「IT・DB」 第２部 「⻑寿命化」
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第２回 市町村勉強会

ニーズとシーズのマッチングを図る
1⽇⽬ 施 設 ⾒ 学︓東⽇本⾼速道路株式会社 東北⽀社 道路管制センター、ハイウェイミュージアム東北

シーズ紹介︓東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター、
（株）ネクスコ・エンジニアリング東北、（株）ネクスコ・メンテナンス東北

２⽇⽬ お困りごと相談会
有 識 者︓東⽇本⾼速道路株式会社 東北⽀社、 （株）ネクスコ・エンジニアリング東北、

東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター

8種のシーズを紹介し、試⾏への道筋がひらけた.有識者へのお困りごと相談会では、
他⾃治体と悩みを共有し、他⾃治体の参考事例を知る有意義な時間となった.

施設⾒学 お困りごと相談会
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第３回 市町村勉強会

シーズの試⾏、勉強会の成果発表
1⽇⽬ 現場実証︓ 仙台市

参加機関︓ ⾃治体管理者、東⽇本⾼速道路株式会社 東北⽀社、(株)ネクスコ・エンジニアリング東北、
東北⼤学インフラ・マネジメント研究センター

２⽇⽬ 第 １ 部︓ ⾃治体などの取り組み紹介
第 ２ 部︓ 意⾒交換会

参加者全員がシーズを体験. 便利さ･⼿軽さを実感した. ⾃治体の限られた⼈材･予算を
効率的且つ有効に活⽤するモデルの構築を⽬指し、⽀援や実証を進めていく予定である.

現場実証︓ふりもみぺったん 現場実証︓コロコロeye 意⾒交換会
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東北⼤学「社会にインパクトある研究」
東北⼤学発ベンチャーの設⽴
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東北⼤学「社会にインパクトある研究」
東北⼤学は，2016年，現代社会の抱え

る諸問題を解決し，⼈類が融和的に共存で
きる⼼豊かな未来を創造するため，「社会
にインパクトある研究」を⽴ち上げた。

東北⼤学はこれらの研究を，研究者個⼈
としてはもとより組織として，また国内外
の他学術機関・⾏政機関・産業界や社会と
も連携して，数⼗年先を⾒据えて⻑期的に
推進し，⼈類のあるべき姿を根源的に探究
するとともに，新たな価値観・世界観をも
創出し，その理念と成果を，⼈⼝減少著し
い東北から⽇本・世界へと展開し，世代を
超えてその意義を伝え，｢持続可能で⼼豊
かな社会｣を創造し，新たな⽂明の構築を
⽬指す。

創未来インフラ

62
【東北⼤学】社会にインパクトある研究

http://impact.bureau.tohoku.ac.jp/ 
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東北⼤学「社会にインパクトある研究」

創未来インフラ

63
【東北⼤学】社会にインパクトある研究

http://impact.bureau.tohoku.ac.jp/ 

東北⼤学は「社会との連携〜社会創造・震災
復興」を重要課題の⼀つとして掲げています。
「東北⼤学復興アクション︓8⼤プロジェク
ト」と「社会にインパクトある研究」を両輪
とする東北⼤学版SDGs活動を新たな社会連
携の取組みとして位置づけ、国内外の広範な
パートナーの協⼒の下に積極的に推進し、国
連のSDGsの達成にも貢献していきます。
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これまで「造る」ことに重点が置かれて
きた社会インフラを「活かす」ことまでを
も包含した未来創造型のインフラとして蘇
えらせることが肝要であり、この創未来型
のインフラを通じて社会関係資本（Social
Capital）を再構築することが極めて重要
である。
本プロジェクトの主眼は、東北地⽅をはじ
めとして、我が国の⼈々がより豊かに「⽣
きる」暮らしを実現すると共に、安全と安
⼼が確保された未来社会を創造し繁栄へと
導く創未来インフラの構築を実現させると
ころにある。
将来は、この創未来インフラの基本とな

る地域のグランドデザインならびにこれを
達成するために基軸となる諸技術を、世界
にもインパクトを与える先駆的なモデル
ケースとして展開することを⽬指す。

東北⼤学「社会にインパクトある研究」 Ｃ－２

※イラストのアイコン︓グランドデザインも公開済み
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東北⼤学「社会にインパクトある研究」
暮らしを豊かにする創未来インフラの構築 〜「造る」から「活かす」、そして「⽣きる」へ〜

課題解決のコンセプト
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暮らしを豊かにする創未来インフラの構築 〜「造る」から「活かす」、そして「⽣きる」へ〜

プロジェクトの効果

東北⼤学「社会にインパクトある研究」

インフラを最⼤限に「活かす」ことで、新たな市場を創⽣し、
地域の活性化に結び付ける
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ベンチャー設⽴について
NEDO︓インフラ維持管理･更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト
｢道路構造物ひび割れモニタリングシステムの研究開発」

◆研究実施体制
⾸都⾼技術㈱、東北⼤学、(国研)産業技術総合研究所

◆ひび割れ⾃動検出技術
本技術 市販ソフト

ひび割れ形状の特徴そのものに着⽬した処理技術を開発し、
深層学習を適⽤.

◆パノラマ合成技術
分割写真 合成写真

特徴の少ないコンクリート表⾯でも処理可能な技術を開発し適⽤.
⼿作業で2時間かけて合成していたものを、わずか数分で⾼速合成︕

◆モニタリングシステム
平成29年度に、ひび割れ検出サービスの提供開始.

採択期間︓
2014年8⽉〜2019年2⽉

ひび割れ検出システム

接続コンポーネント
(H29提供開始)

管理

受付 命令書 検出処理

データプール

制御 制御

監視 監視

有線

● 多数の点検画像をもとに学習型検出器を最適化し、
コンクリート構造物のひび割れを８１％の精度で検出

● ⾼精度ひび割れ検出技術をコアにしたモニタリング
システムを実現
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ベンチャー設⽴について
東北⼤学ビジネス･インキュベーション･プログラム(BIP)︓2017年度第2回BIP｢育成｣に採択

｢インフラ維持管理の本格化に向けたAIを活⽤した
画像処理技術によるひび割れ検出システムの開発と実⽤化」

● 全国の社会インフラを対象に、コンクリートの損傷状況(ひび割れ等)を⾃動検出し、
モニタリングするシステムを開発

● 構造物の補修･補強および更新を⾏う上で重要なコンクリートの損傷状況を定量的に把握でき、
精密かつ効率的な経過観察が可能

◆開発技術

◆実⽤化に向けた取組み
研究期間︓
2018年4⽉〜2019年2⽉
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ベンチャー設⽴について

69

東 北 ⼤ 学 I M C の 研 究 開 発 、 そ し て 東 北 ⼤ 学 ビ ジ ネ ス ・ イ ン キ ュ ベ ー シ ョ ン ・ プ ロ グ ラ ム の ⽀
援 か ら ⽣ ま れ た ベ ン チ ャ ー 会 社 「 株 式 会 社 イ ン フ ラ ・ ス ト ラ ク チ ャ ー ズ 」 は 、 I C T （ 情 報 通
信 技 術 ） と ⼟ ⽊ 技 術 の 融 合 体 で 社 会 イ ン フ ラ の 安 ⼼ ・ 安 全 を ⽬ 指 し て い ま す 。

イ ン フ ラ の 維 持 管 理 デ ー タ ベ ー ス に A I 技 術 を 組 み 合 わ せ 、 地 ⽅ ⾃ 治 体 に 寄 り 添 い 、 イ ン フ ラ
管 理 者 の 視 点 に ⽴ っ て 点 検 診 断 ・ 補 修 設 計 業 務 の 効 率 化 を ご ⽀ 援 し て 参 り ま す 。
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